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研究成果の概要（和文）：本研究は、シティズンシップ教育の中核となる政治的リテラシーに着

目した。成果としては特に二つの点が上げられる。第１は、クリック、アレント、バトラーら

による政治的リテラシーの政治思想史的な論争の文脈が明らかにされた点である。第２は、教

育行政と教師の教育実践との間の分断を架橋することによって、政治的シティズンシップ教育

を学校カリキュラムに導入する可能性が明らかにされた点である。これらの成果は、われわれ

を新たな第２ステージとしての教育政治学の方へと誘う。 

 
研究成果の概要（英文）：In this research project I focused on the political literacy which is 
core element of citizenship education. Especially two research progresses are gained. 
First, the historical context of political thought in which political literacy was debated 
on the concept of political judgment by Crick, Arendt and Butler has been made clear. 
Second, by bridging the gap between educational policy by school administration and 
educational practice by school teacher, the possibility of introducing the political 
citizenship education into the school curriculum is opened. These progresses call for 
our second stage, politics of education. 
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１．研究開始当初の背景 

  従来、シティズンシップ教育の理論は思想
史的研究が対象とし、シティズンシップ教育
の実践論は教科教育やカリキュラム論が主
たる対象としてきたため、両者の研究を架橋
し思想と実践の双方を視野に入れた研究は、
必ずしも深まっていたとは言えない。本研究

は、上述のように政治的リテラシーの問題に
着目することによって、思想史的なアプロー
チを、学力論やカリキュラム論へと架橋し、
両者のアプローチを接合しようとするもの
であり、ここに、本研究の学術的意義と独創
性がある。 
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２．研究の目的 

 本研究は、上述の背景をふまえて、政治的

リテラシーの問題に着目することによって、

思想史的なアプローチを、学力論やカリキュ

ラム論へと架橋し、両者のアプローチを接合

しようとすることを目的とする。具体的には

以下の３点を達成目標とした。 

第一に、主としてアメリカおよびイギリス

における 1990年代以降のシティズンシップ

論において、政治的リテラシーの問題がどの

ように取り扱われてきたのかを、論争史の文

脈に即して、思想史的に検討し、明らかにす

る。 

第二に、リテラシー概念の組みかえ、およ

び教養型リテラシーと機能的リテラシーと

の対抗関係において、政治的リテラシーがど

のような位置づけにあるかを、欧米および日

本の展開に即して検討し、明らかにする。 

第三に、シティズンシップ教育をめぐる論

争と学力論・リテラシー論をめぐる論争とを

架橋し、政治的リテラシーを軸に据えた、学

校教育における新しいリテラシー論の構築

を行う。 

 

３．研究の方法 

 上述した目的を達成するために、一年目に

おいては、主としてアメリカおよびイギリス

における 1990 年代以降のシティズンシップ

論において、政治的リテラシーの問題がどの

ように取り扱われてきたのかを、国内外にお

ける文献・資料収集と研究者へのヒアリング

によって検討した。二年目は、リテラシー概

念の組みかえにおいて、政治的リテラシーが

どのような位置づけにあるかを、欧米および

日本の政策動向やそこでの論争に着目して

検討した。三年目は、政治的リテラシーを軸

に据えた、学校教育における新しいリテラシ

ー論の構築のための理論的作業に集中した。 

 
４．研究成果 

（１）2008度の成果とその意義 

 ①成果 

 イギリスとアメリカのシティズンシップ

論争史に関わる文献と資料を収集し、その検

討を行った。特に、政治的リテラシーの背後

にある公共性や学力の問題を検討し、その成

果を論文および著書としてまとめた。さらに、

政治教育とその担い手に関わる問題を「遂行

中断性」という概念に注目して理論化する作

業にも着手し、論文化した。 

  また、渡米とメール交信を通じ、ミネソタ

州セントポール市内の公立中等学校（チャー

タースクール）であるアヴェロン校のカリキ

ュラムと実践に関して、アヴェロンの創設に

関わってきたハムリン大学のウォルター・エ

ンロー、および、同校のキャリー・バッケン

教諭､さらにミネソタ大学のハリー・ボイト

への聞き取りを進めた。 

  ②意義 

 遂行中断性という概念は、遂行を可能にす

るとともに、それを宙づりにしつつ、廃棄し

刷新することを可能にする権力を指す。政治

教育と、その担い手としての教師の問題を、

権力の遂行性に関わる問題として議論する

先行研究の蓄積はあるが、遂行中断性と関わ

らせて論じる研究は尐なく、その意味で、こ

の概念に注目した意義は大きく、本研究の課

題を深めるうえできわめて重要な概念を発

見することができた。 

（２）2009年度の成果とその意義 

 ①成果 

 シティズンシップ教育を実践している欧

米や、日本の教育において、リテラシーがど

のようにカリキュラムに組み込まれている

かを、歴史的背景や理論的・思想的な動向を

ふまえつつ、検討した。前年度のアメリカ調

査に続き、本年度はドイツでの調査を行い、

実態と共に、理論的・思想的な背景について



 

 

も資料の収集と研究交流を行った。国内の政

治教育についても、戦後教育史との関係で検

討を行った。また、成年年齢との関係での政

治教育の意義についても検討を行った。以上

の成果は政治教育や教育改革についての学

会発表と論稿にまとめた。 

②意義 

 前年度に着手した遂行中断性という概念

について、政治教育と、その担い手としての

教師の問題に即して、さらに深め、教育政治

学の可能性を視野に入れて展開することが

できた。その成果は日本教育学会の学会誌に

発表され、政治教育の担い手とその方法に関

する今後の方向性がさらに明らかになった。 

（３）2010年度の成果とその意義 

 ①成果 

 本年度の研究成果は以下の二つの点にま

とめることができる。 

 第１は、政治的リテラシーを日本の学校教

育に導入する可能性について、理論的・実践

的に明らかにした点である。特に近年の教育

政策で浮上している「新しい公共」という概

念や、「子ども・若者ビジョン」における政

治的教養を備えた市民像の意義について、本

研究で検討を行ってきたシティズンシップ

教育をめぐる欧米の議論の文脈に位置づけ

て検討を行い、研究成果として発表した。 

 第２は、政治的リテラシーの中核をなす政

治的判断力やそのベースを形成する関係性

に関して、クリックやアレント、デリダ、ア

ガンベンらを中心として、欧米の思想史にお

いて論点となっている友愛概念のとらえ直

しを通じ、同化・共感的な関係から応答的・

共闘的な関係への転換の可能性を明らかに

した点である。この点に関しては、ポストコ

ロニアルの思想やジュディス・バトラーの思

想に注目しつつ理論的に検討を行い、研究成

果として発表した。 

  ②意義 

 以上で明らかになった研究成果は、政治や

社会とのつながり（レリバンス）に依拠した

学校教育におけるカリキュラムの革新を導

く可能性をもつものである。 

 本研究の以上の成果によって、教育行政と

教師の教育実践との間の分断を架橋し、政治

的シティズンシップ教育を学校カリキュラ

ムに導入する可能性が明らかにされた。これ

らの成果は、われわれを新たな第２ステージ

としての教育政治学の方へと誘う。 
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